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１．2026年３月期第１四半期の業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 1,737 △0.6 92 1.1 109 10.5 71 11.1
2025年３月期第１四半期 1,748 △5.9 91 △58.1 99 △59.4 64 △75.2

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 45.28 ―
2025年３月期第１四半期 38.34 ―

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 9,885 6,448 65.2
2025年３月期 10,156 6,459 63.6

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 6,448百万円 2025年３月期 6,459百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 ― 0.00 ― 59.00 59.00
2026年３月期 ―
2026年３月期(予想) 0.00 ― 93.00 93.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年３月期の業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,400 6.7 620 68.1 730 54.7 488 57.4 291.6

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 1,620,000株 2025年３月期 1,620,000株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 37,289株 2025年３月期 37,289株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 1,582,711株 2025年３月期１Ｑ 1,682,711株

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は予想数字と大きく異なる可能性があります。業績予想の前提

となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．当四半期決算に

関する定性的情報（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間における国内経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の伸長により緩やかな回

復基調にあるものの、恒常的な物価上昇が家計の節約志向を強めており、消費マインドの低下が顕著となっており

ます。さらに、米国における関税政策の導入や国際紛争の勃発による世界経済の減速懸念が高まっており、景気の

先行きは依然として不透明な状況が継続しております。

このような経営環境のもとで、当社の主要取引先である総合化学メーカー向けレンタルは、取引数量の減少傾向

に歯止めがかかり、前年比で増加しました。一方、その他一般顧客向けレンタルは、物価高による個人消費の抑制

等の影響を受けて需要が低迷しており、販売売上高他の合計も前年実績を下回ったため、売上高総額は前年同四半

期比10百万円（0.6％）減の17億37百万円となりました。

費用面につきましては、人件費や燃料価格の高騰を理由とした支払単価の上昇等で、パレットの回収・回送に係

る運送費やデポ保管料が増加しましたが、パレットの新造投資を抑制して現有資産の有効活用を図ったことで減価

償却費が減少したため、営業費用は前年同四半期比11百万円（0.7％）減の16億45百万円となりました。

この結果、営業利益は92百万円（前年同四半期比1.1％増）、経常利益は１億９百万円（前年同四半期比10.5％

増）、四半期純利益は71百万円（前年同四半期比11.1％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

財政状態の変動状況

当第１四半期会計期間末の総資産は98億85百万円で、前事業年度末に比べ２億70百万円減となりました。

流動資産は21億53百万円で、前事業年度末に比べ90百万円減、固定資産は77億32百万円で、前事業年度末に比

べ１億80百万円減となりました。

流動資産減少の主な要因は、現金及び預金、未収消費税等（「その他」に含む。）及びレンタル未収金の減少

によるものです。

固定資産減少の主な要因は、貸与資産、繰延税金資産（「その他」に含む。）及び無形固定資産の減少による

ものです。

流動負債は25億88百万円で、前事業年度末に比べ93百万円減、固定負債は８億48百万円で、前事業年度末に比

べ１億66百万円減となりました。

流動負債減少の主な要因は、買掛金、未払金（「その他」に含む。）及び賞与引当金の減少によるものです。

固定負債減少の主な要因は、長期借入金及び長期未払金の減少によるものです。

当第１四半期会計期間末の純資産は64億48百万円で、前事業年度末に比べ10百万円減となりました。これは主

に利益剰余金が減少したことによるものです。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年５月８日に公表致しました業績予想から修正は行っておりません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2025年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,295,569 1,245,092

受取手形 16,859 14,842

レンタル未収金 697,730 687,357

売掛金 138,069 136,747

未収還付法人税等 16,297 16,598

その他 79,175 52,900

貸倒引当金 △101 △100

流動資産合計 2,243,600 2,153,438

固定資産

有形固定資産

貸与資産

賃貸用器具（純額） 6,621,017 6,418,464

貸与資産合計 6,621,017 6,418,464

社用資産

建物（純額） 279,553 274,806

土地 263,439 263,439

その他（純額） 204,784 244,041

社用資産合計 747,777 782,286

有形固定資産合計 7,368,795 7,200,751

無形固定資産 87,700 76,321

投資その他の資産

投資有価証券 322,318 336,233

破産更生債権等 235 235

貸倒引当金 △235 △235

その他 133,599 118,840

投資その他の資産合計 455,917 455,074

固定資産合計 7,912,413 7,732,147

資産合計 10,156,013 9,885,585

負債の部

流動負債

買掛金 646,059 570,244

短期借入金 1,030,000 1,030,000

1年内返済予定の長期借入金 523,372 500,040

未払法人税等 16,161 31,084

引当金 37,781 12,574

その他 428,529 444,950

流動負債合計 2,681,903 2,588,893

固定負債

長期借入金 704,998 579,958

引当金 22,985 29,037

長期未払金 236,654 190,125

資産除去債務 50,422 49,339

固定負債合計 1,015,060 848,460

負債合計 3,696,964 3,437,354
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2025年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 767,955 767,955

資本剰余金 486,455 486,455

利益剰余金 5,125,161 5,103,447

自己株式 △53,769 △53,769

株主資本合計 6,325,801 6,304,088

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 133,247 144,143

評価・換算差額等合計 133,247 144,143

純資産合計 6,459,049 6,448,231

負債純資産合計 10,156,013 9,885,585
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

売上高 1,748,124 1,737,913

売上原価 1,366,160 1,356,026

売上総利益 381,963 381,887

販売費及び一般管理費 290,538 289,433

営業利益 91,425 92,453

営業外収益

受取利息 0 51

受取配当金 2,606 4,153

紛失補償金 3,319 8,799

廃棄物処分収入 9,504 11,573

その他 663 735

営業外収益合計 16,095 25,312

営業外費用

支払利息 8,205 8,044

営業外費用合計 8,205 8,044

経常利益 99,315 109,721

税引前四半期純利益 99,315 109,721

法人税、住民税及び事業税 19,276 25,421

法人税等調整額 15,521 12,633

法人税等合計 34,797 38,054

四半期純利益 64,517 71,666
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

（修正再表示）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

当第１四半期累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事業に伴う収

入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形態の単一セグメントであ

り、記載を省略しております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

減価償却費 560,440千円 515,738千円
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月30日

日本パレットプール株式会社

取締役会 御中

仰星監査法人

大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 洪 誠 悟

指定社員
業務執行社員

公認会計士 稲 積 博 則

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている日本パレットプール株式会社の2025年４月１日から

2026年３月31日までの第54期事業年度の第１四半期会計期間(2025年４月１日から2025年６月30日まで)及び第１四半期

累計期間(2025年４月１日から2025年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益

計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表

等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める

記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
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職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


